
（平成２０年１２月末現在）

形態 20年12月末 20年9月末との差

  認定農業者数 244,900 +441 

  うち法人 12,998 +211 

  特定農業法人数 771 +42 

  特定農業団体数 1,831 -5 

（注１）

（注２）

（注３）

者の合意を得た農業生産法人である。

の合意を得た任意組織である。

３分の２以上を農作業受託により集積する相手方として、地域の地権者

　特定農業団体とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、地域の農地の
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過半を農作業受託や借入などにより集積する相手方として、地域の地権

　認定農業者とは、

　町村から当該改善計画の認定を受けた者（244,813経営体）

②　特定農業法人で認定農業者とみなされている法人（87経営体）

　特定農業法人とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、地域の農地の

認定農業者、特定農業法人、特定農業団体の認定状況

の合計である。

①　農業経営基盤強化促進法に基づき、農業経営改善計画を作成し、市



　　○　平成19年度からの「水田・畑作経営所得安定対策」をはじめとする新たな経営安定対策の導入を契機とする加入促進の取り組みにより、近年、認定

　　　農業者は着実に増加していたが、加入促進の取組から一定期間が経過し、増加のペースは鈍化している。

　

17年３月 18年３月 19年３月 20年３月

（６月） （９月） （12月） （６月） （９月） （12月） （６月） （９月） （12月） （６月） （９月） （12月）

 認定農業者 191,709 192,002 193,012 194,880 200,907 205,246 210,393 219,457 228,704 234,258 235,855 237,467 239,383 243,652 244,459 244,900 

前 期 差 ･･･ (+293) (+1,010) (+1,868) (+6,027) (+4,339) (+5,147) (+9,064) (+9,247) (+5,554) (+1,597) (+1,612) (+1,916) (+4,269) (+807) (+441)

前年同月差 +9,288 +9,209 +27,751 +10,679 

 特定農業法人 281 294 305 323 345 355 368 446 558 589 616 649 686 710 729 771 

前 期 差 ･･･ (+13) (+11) (+18) (+22) (+10) (+13) (+78) (+112) (+31) (+27) (+33) (+37) (+24) (+19) (+42)

前年同月差 +71 +64 +213 +128 

142 155 166 185 213 332 587 1,067 1,323 1,743 1,765 1,781 1,791 1,839 1,836 1,831 

<5> <8> <8> <8> <11> <13> <14> <17> <23> <33> <35> <38> <56> <67> <74> <83>

･･･ (+13) (+11) (+19) (+28) (+119) (+255) (+480) (+256) (+420) (+22) (+16) (+10) (+48) (-3) (-5)

･･･ <+3> <-> <-> <+3> <+2> <+1> <+3> <+6> <+10> <+2> <+3> <+18> <+11> <+7> <+9>

+120 +71 +1,110 +468 

･･･ <+6> <+12> <+33>

注１：特定農業団体の下段の <　> 書きは、法人化した上で特定農業法人又は農業生産法人に移行したもので外数である。

注２：平成20年９月末に比べ大きく増加した県

注３：認定農業者とは、① 農業経営基盤強化促進法に基づき、農業経営改善計画を作成し、市町村から当該改善計画の認定を受けた者（244,813経営体）

　　　　　　　　　　　② 特定農業法人で認定農業者とみなされている法人（87経営体）　 の合計である。

　　　特定農業法人とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、地域の農地の過半を農作業受託や借入などにより集積する相手方として、地域の地権者の合意を得た農業生産法人である。

　　　特定農業団体とは、農業経営基盤強化促進法に基づき、地域の農地の３分の２以上を農作業受託により集積する相手方として、地域の地権者の合意を得た任意組織である。

認定農業者、特定農業法人及び特定農業団体の認定状況（平成20年12月末現在）

　　　特定農業法人：広島（＋25）

前年同月差

 特定農業団体

前 期 差

　　　認定農業者　：愛知（＋69）、宮崎（＋69）、沖縄（＋68）



平成２０年１２月末現在
認定農業者 特定農業法人 特定農業団体

　
20年９月末
からの増減

20年９月末
からの増減

北海道 32,936 ▲30 7 - 2 - - 
青森県 8,811 ＋40 3 ＋1 36 (1) -  

東 岩手県 8,202 ▲27 17 ▲1 166 (6) -  
宮城県 6,244 ＋4 5 - 217 (1) -  
秋田県 10,122 ▲74 21 ＋2 91 (1) -  

北 山形県 8,628 ＋15 4 ▲1 118 (1) -  
福島県 6,585 ▲17 18 - 41 (1) ▲1 (＋1) 
小計 48,592 ▲59 68 ＋1 669 (11) ▲1 (＋1) 

茨城県 8,207 ＋10 1 - 41 - -  
栃木県 7,587 ＋2 1 - 2 - - 

関 群馬県 4,905 ▲13 - - 1 - - 
埼玉県 4,781 ＋8 2 - 6 (1) - 
千葉県 6,460 ＋49 3 - - - - 
東京都 1,161 ＋22 - - - - - 

神奈川県 2,151 ＋8 - - - - - 
東 山梨県 2,012 ▲28 - - - - - 

長野県 7,113 ＋14 9 - 26 (2) - 
静岡県 5,972 ＋11 - - - - - 
小計 50,349 ＋83 16 - 76 (3) - 

新潟県 13,557 ▲77 22 ▲1 7 - - 
北 富山県 1,422 ＋3 78 - 145 (22) - 

石川県 1,863 ＋7 38 ＋4 10 (4) ▲2 (＋2) 
陸 福井県 1,079 ＋6 59 ＋2 39 (7) ▲1 (＋2) 

小計 17,921 ▲61 197 ＋5 201 (33) ▲3 (＋4) 
東 岐阜県 2,174 ▲1 5 - 4 - ＋1 

愛知県 5,089 ＋69 - - - - - 
海 三重県 2,191 ＋10 8 - 11 - - 

小計 9,454 ＋78 13 - 15 (-) ＋1 
滋賀県 1,827 ＋2 39 ＋1 343 (11) ＋1 

近 京都府 1,141 - 7 - 2 - - 
大阪府 1,171 ▲2 - - - - - 
兵庫県 2,377 ＋16 7 - 90 - - 

畿 奈良県 1,045 ▲6 - - 1 - - 
和歌山県 3,580 ＋40 - - - - - 

小計 11,141 ＋50 53 ＋1 436 (11) ＋1 
鳥取県 1,164 ＋9 17 - 3 - - 

中 島根県 1,293 ＋15 88 - 68 (3) ＋1 
岡山県 3,398 ▲3 5 - 2 - - 

国 広島県 1,357 ＋30 140 ＋25 2 (4) ▲1 (＋1) 
・ 山口県 1,515 ＋14 61 ＋7 78 (6) ▲2 (＋2) 
四 徳島県 2,604 ＋16 1 - - - - 

香川県 1,649 ＋7 5 - 61 - - 
国 愛媛県 4,836 ＋23 9 - 6 (2) - 

高知県 3,666 ＋15 1 - - - - 
小計 21,482 ＋126 327 ＋32 220 (15) ▲2 (＋3) 

福岡県 6,442 ▲14 17 - 22 (1) - 
九 佐賀県 5,008 ＋14 2 - 24 - - 

長崎県 5,901 ＋54 7 - 64 (2) - 
熊本県 11,309 ＋43 - - 1 - - 
大分県 4,801 ＋2 52 ＋3 87 (6) ▲1 (＋1) 

州 宮崎県 8,840 ＋69 6 - - - - 
鹿児島県 8,887 ＋18 6 - 14 (1) - 

小計 51,188 ＋186 90 ＋3 212 (10) ▲1 (＋1) 
沖縄県 1,837 ＋68 - - - - - 

244,900 ＋441 771 ＋42 1,831 (83) ▲5 (＋9) 

注1. 特定農業団体欄の（ ）は、法人化した上で特定農業法人又は農業生産法人に移行したもので外数である。
注2. 認定農業者数には、特定農業法人で認定農業者とみなされている法人も含む。

総　　　計

認定農業者、特定農業法人、特定農業団体の認定状況

認定農業者数 法人数 団体数 20年９月末
からの増減



平成２０年１２月末現在

③のうち法人
④のうち特定
農業法人

③のうち共同
申請

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦

北海道 173 171 32,936 2,001 7 789 723 
青森県 40 37 8,811 198 3 140 390 

東 岩手県 35 35 8,202 359 17 242 277 
宮城県 34 34 6,244 250 5 122 151 
秋田県 25 25 10,122 257 21 25 453 

北 山形県 35 35 8,628 218 4 78 309 
福島県 58 58 6,585 281 18 220 291 
小計 227 224 48,592 1,563 68 827 1,871 
茨城県 44 44 8,207 375 1 106 392 
栃木県 31 31 7,587 184 1 183 168 

関 群馬県 38 38 4,905 346 0 91 104 
埼玉県 64 64 4,781 205 2 82 124 
千葉県 55 55 6,460 386 3 188 210 
東京都 34 25 1,161 17 0 160 102 

神奈川県 28 28 2,151 165 0 12 61 
東 山梨県 28 26 2,012 64 0 62 87 

長野県 81 80 7,113 455 9 81 228 
静岡県 37 37 5,972 250 0 123 117 
小計 440 428 50,349 2,447 16 1,088 1,593 
新潟県 30 30 13,557 704 22 103 1,911 

北 富山県 15 15 1,422 282 78 50 73 
石川県 19 19 1,863 194 38 43 95 

陸 福井県 17 17 1,079 182 59 149 54 
小計 81 81 17,921 1,362 197 345 2,133 

東 岐阜県 40 40 2,174 287 5 12 76 
愛知県 59 58 5,089 328 0 264 271 

海 三重県 29 28 2,191 212 8 48 63 
小計 128 126 9,454 827 13 324 410 
滋賀県 26 26 1,827 149 39 13 60 

近 京都府 25 24 1,141 97 7 12 65 
大阪府 27 24 1,171 16 0 0 20 
兵庫県 34 34 2,377 138 7 21 101 

畿 奈良県 29 28 1,045 24 0 7 29 
和歌山県 28 27 3,580 40 0 64 197 
小計 169 163 11,141 464 53 117 472 
鳥取県 19 19 1,164 94 17 36 39 

中 島根県 21 21 1,293 218 88 15 66 
岡山県 27 27 3,398 181 5 86 130 

国 広島県 20 19 1,357 290 140 14 83 
・ 山口県 19 19 1,515 164 61 33 61 
四 徳島県 24 24 2,604 114 1 108 114 

香川県 16 15 1,649 153 5 31 58 
国 愛媛県 20 20 4,836 260 9 145 166 

高知県 34 34 3,666 84 1 60 148 
小計 200 198 21,482 1,558 327 528 865 
福岡県 63 62 6,442 284 17 151 136 

九 佐賀県 20 20 5,008 131 2 169 126 
長崎県 23 23 5,901 187 7 280 177 
熊本県 48 48 11,309 376 0 448 212 
大分県 18 17 4,801 382 52 162 154 

州 宮崎県 30 30 8,840 498 6 217 315 
鹿児島県 44 44 8,887 751 6 164 380 
小計 246 244 51,188 2,609 90 1,591 1,500 
沖縄県 36 31 1,837 167 0 163 177 
総計 1,700 1,666 244,900 12,998 771 5,772 9,744 

注. 認定農業者数には、特定農業法人で認定農業者とみなされている法人も含む。

問い合わせ先：農林水産省経営局経営政策課　経営育成推進班

［電話］ 03-3502-8111（代）　内線5135

03-6744-2144（夜間直通）

20年度（20年
４月～20年12
月）中に新規
に認定を受け
た認定農業者
数

基本構想の策定状況及び認定農業者数

基本構想策定
市町村数

認定市町村数
（実数）

認定農業者数


